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I. 緒⾔

II. 社会状況の変化と制度の機能不全

III. 新たな状況に応じた政策形成

IV. 政策評価再考

V. 結語────新たな評価制度

今日お話しすること
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 ⾃⼰紹介

 要旨
① 少⼦⾼齢化・⼈⼝減少に加えて、コロナ感染症の流⾏、ロシアのウクライナ侵攻

によって、社会は⼤きく変わりつつある。

② その結果、従来の制度や政策は期待された効果を発揮できない状態に陥っている。

③ 新たな状況に応じた政策を形成し、直⾯する課題を解決していくためには、まず
社会の状況を正確に把握し、エビデンスに基づいて政策を形成する必要がある。

④ 適切で有効な政策を⽴案するためには、適切な政策の評価が不可⽋である。

⑤ これからの時代における政策形成と評価のあり⽅は︖

Ⅰ 緒 言
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 「政策評価制度」も評価とレビューが必要
 「制度」や「政策」は、そもそも⼀定の社会状況を前提として形成され、その状況の下で機

能し⽬的を達成できる
 ⼤きく社会状況が変化したとき、既存の制度は機能不全に陥る
⇒ 制度の趣旨に沿った運⽤では、課題解決はできない︕
⇒ 必要なことは、課題を解決すること︕ 課題を解決できない政策･制度は改正すべき︕

 近年の社会状況の変化
 少⼦⾼齢化・⼈⼝減少、デジタル化

＋コロナ感染症の拡⼤
＋ロシアによるウクライナ侵攻 ⇒ 安全保障･インフレーションへの対応の必要

 ⾏政の役割とは︖────未知の課題への対応
 これまでの⽅法では解決できない︕
 不透明な状況下で、解決策を模索していかなければならない
 試⾏錯誤の探求────「無謬性」の神話からの脱却とアジャイル型政策形成
 きめ細かい試⾏と評価の繰り返し、フィードバックによる改善

 改めて政策評価の意義と⽅法が問われる︕
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出航！

P

D

G

・船が海を渡って、目的地
Gをめざして出航する。
・航路を一定速度で、T時
間をかけて到達する予定。
・これが「P」
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無謬性！

G

・この海域では、右から
左への潮流があり、船
は次第に左へ流される。

・このままの進路を進む
と、目的地とはかなり離
れたところに到着する。

・しかし、自分たちの進
む進路は正しいと信じ、
そのまま進み続ける態
度が「無謬性」
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航路修正①

C

A

①

G

・一定時間後、船の現
在位置を測定し、Pで予

定していた位置とのズ
レを把握する。「C」

・その地点から目的地
へ向かうために、進む
べき方向を定め、その
方向に舵を切る。「A」
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航路修正②

C

A

①

②

G

・さらに一定時間後、
位置を測定。

・途中から左からの潮
流で右に流されていた
ことを把握。「C」

・現在位置から目的地
に向かうために進むべ
き方向を調べ、その方
向の舵を切る。「A」
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到 着

①

②

G

・Pで予定した時

間より多くの時間
をかけ、長い距離
を航行して、目的
Gに到着。
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 これまでの政策形成
 ⽬的地までの航路を決定したら、それがベストであるとの前提の基に、途中での航路

修正をすることなく航⾏。対岸に着いて、⽬的地とのズレが⽣じる。
⇒「無謬性」の発想。

 途中で、現在位置と計画上の位置とのズレを測定し、⽬的地へ向かうように航路修正
をする。それを1年ごとに⾏うのが、現在の政策評価。⇒ ⽬的地が明確ではなく、
ズレが⼤きくなってから指摘、航路修正の⽅法についての指⽰が曖昧。

 アジャイル型政策形成
 ⽬的を明確に定め（KPI）、達成のための⽅法を明⽰する（ロジック・モデル）。で

きるだけ多くの頻度、短い間隔で位置測定と航路修正を⾏う。具体的な航路修正の⽅
法（⽅向、速度、舵操作）を⽤いる。

 正確な位置を把握するための情報システム（RWD）および機敏な航路修正の⽅法に
ついてのメニュー（Plan B、Plan C･･･）の⽤意が必要。

 位置測定、航路修正について、政策評価で培ってきた知⾒が有効。
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 少⼦⾼齢化・⼈⼝減少と“消滅⾃治体”
 ⻑期的トレンドで⼈⼝減少が続く
 少⼦化対策が奏効しても、減少が⽌まるのは50年くらい先
 ⽣産年齢⼈⼝の減少による労働⼒の不⾜
 ⾼齢者増による社会保障負担増

 地⽅における超⾼齢化と⼈⼝減少
⇒ ⾃治体消滅の危機

 2040年にかけて迫り来る我が国の内政上の危機とその対応

Ⅱ 社会状況の変化と制度の機能不全
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2100年
5,972 万人

出生低位推計

出生高位推計

2065年
8,808 万人

資料︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⼈⼝統計資料集」（1846年までは⻤頭宏「⼈⼝から読む⽇本の歴史」, 1847〜1870年 森⽥優三「⼈⼝増加の分析」, 1872〜1920年 内閣統計局「明治五
年以降我国の⼈⼝」, 1920〜2015年 総務省統計局「国勢調査」「推計⼈⼝」, 2016〜2115年国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝(平成29年推計)」[死亡中位仮定]）

⼈

⼝
︵
千
万
⼈
︶

1872(明治5)年
3,481万人

1721(享保6)年
3,128万人

1600(慶長5)年
1,227万人

800年(平安初期)
551万人

1280年(鎌倉)
595万人

2015年
1億2,709万人

江戸時代

日 本 人 口 の 歴 史 的 推 移

内閣府, https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/future/sentaku/s3_2_11.html
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2060年
736 万人
（ 46.5 ）

2060年
736 万人
（ 46.5 ）

女 性
20-39歳人口

女 性
20-39歳人口

年

2010年
1,584 万人
（100）

2010年
1,584 万人
（100）

2010年
55 万人
（100）

2010年
55 万人
（100）

2010年
52 万人
（100）

2010年
52 万人
（100）

2060年
24 万人
（ 44 ）

2060年
24 万人
（ 44 ）

2060年
23 万人
（ 44 ）

2060年
23 万人
（ 44 ）

年間出生数年間出生数

注︓⼈⼝は総⼈⼝(外国⼈を含む). 年間出⽣数は「⽇本⼈」(⼈⼝動態統計と同定義).
資料︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝」(平成24年１⽉推計[出⽣中位・死亡中位推計]).

2020年2020年

2040年2040年

2010年

2060年

2010年 → 2060年

2030年2030年

2050年2050年

2060年

総人口 ＝ 8,674 万人

2010年

総人口 ＝ 12,806万人

女性20～39歳人口の減少
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0 375 750187.5 km4

Elderly Population Rate (%)
2040

30.3 - 33.5
33.6 - 37.0
37.1 - 39.9
40.0 - 43.8

*The Cartogram (based on Total Population 2040) is created using the Gastner-Newman method in 
ArcGIS

2040
Jenk
Classification

Tokyo

Osaka

Fukuoka

Okinawa

Hokkaido

Fukushima

(source) NIPSS(2013) Regional Population Projections for Japan: 2010-
2040
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デジタル技術の発展
データ連携・ビッグデータ・個別最適化

＋ 個⼈情報保護

コロナによる外出・接触の制限 ─── 新しい社会・⽣活のあり⽅
→ テレワーク、オンライン・・・

わが国のデジタル化の遅れ
→ マイナンバーの利活⽤・クラウド

例︓健康医療分野、教育分野、災害対応におけるデジタル化

現⾏制度の機能不全
変化した社会状況を想定していない制度 ⇒ 新たな政策･制度の形成を

パッチワーク的⼿当てでは対応できない状態 ⇒ ゼロ・ベースの抜本改⾰
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 機能不全（︖）の現⾏制度の事例
 「空き地」問題（スポンジ化）────所有権制度
 専⾨職⼈材不⾜────介護、教員、保育⼠、医師︖
 地⽅⾦融機関の経営危機────独占禁⽌法
 調達・契約の困難 ──── ⼊札制度
 ３Dプリンター ──── 輸⼊規制
 オンライン授業────教育・学校概念
 コロナ対応の医療────提供体制・医療情報のデジタル化
 インターネットの普及とプラバシー侵害のリスク────新たな規制の必要性

等々･･･

⇒ 既存の制度の検証（事後評価）と

新たな取り組み（政策形成）の事前評価
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 対応すべき課題は何か︖
• 例︓過疎地域における⼈⼝減少による医療提供体制の危機

 解決のための⽅法の検討────政策プログラム
 ⽬的＝達成すべき状態

• 実現すべき価値の優先順位
⇒ 限られた資源 ⇒ 何を優先し、何を捨てるか

• 価値間のバランス・⽐例原則
⇒ 住⺠のための最低限の医療の確保

 政策⼿段────国⺠の⾏動変容の⽅法
 規制・経済的インセンティブ・情報提供

• 例︓コロナ感染症への対応 ─── 感染拡⼤の抑制 ─── 感染リスクの⾼い店舗の休業
⇒ ロックダウン︖ 交付⾦︖ （強い）要請︖

 代替案との⽐較・副次的効果・費⽤対効果
① 補助⾦による病院の維持 ⇒ 重い財政負担
② 病院の閉鎖・他地域の病院受診の奨励 ⇒ 住⺠の不便・医療の質の低下
③ 他地域の病院のとの連携 ⇒ どのようにして ︖︖ → デジタルによる連携

Ⅲ 新たな状況に応じた政策形成
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 急激な⼈⼝減少
 2020年から2045年の間に総⼈⼝は60％に
 ⽣産年齢⼈⼝は半分以下

⇒ 医療需要の減少（次ページ）
 2020年〜2045年の25年間で2／3
 医療機関数は全国平均と⽐べて少ないが、

病床に関しては過剰

⇒ 医療機関の撤退 ⇒ 医療の質低下・医療崩壊

⇒ 医療機関の機能分担と連携が必要

出典︓⽇本医師会 地域医療情報システム
https://jmap.jp/cities/detail/medical_area/107

医療提供体制の危機 ── ⼈⼝急減地域の事例

■0〜14歳 ■15〜39歳 ■40〜64
歳
■65〜74歳 ■75歳以上

将来推計⼈⼝（⼈）
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全

全

診

全

神

全

全
■ 医療︓中空知医療圏 ■ 医療︓全国平均
■ 介護︓中空知医療圏 ■ 介護︓全国平均

医療介護需要予測指数（2020年実績＝100） 病床種類別の病床数
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 政策原案（プログラム）の形成
 ロジック･モデル ─── 課題解決のための要素と因果関係の推定
 それに基づく条例案・予算案・事業計画等の策定

 制度化 ──── 政策形成の政治過程
 利害関係者の合意形成
 世論・国⺠の反応
 「無謬性」神話 vs 「朝令暮改」批判
 妥協の産物としての⽴法
──── 制度⾃体の⽋陥︓執⾏できない権限・財源のない施策

 政策の実施（＝制度の運⽤）
 ⾏政機関の実施能⼒の限界
 裁量︓政策⼿段、⾏政資源の有効、効率的使⽤

────“伝家の宝⼑”、“⼀罰百戒”

 ⾏政機関の活動量︓アウトプット
 それがもたらした社会的効果︓アウトカム

21

社会的
課題

法律・
条例

補助⾦･
交付⾦

組織･
団体 情報

提供

解決

政策デザイン

事業計画
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 政策評価の⽬的
 政策の質の改善・社会的課題の解決

① 政策担当機関の政策の⾃⼰改善
② 外部による⾏政活動の有効性・合規性の検証
③ 国⺠の満⾜度評価

 課題認識と解決⽅法の有効性・法制度の合理性
 プログラム評価────「政策」の事前検証

• 設計図の審査────制度が期待通りに作動するかどうかの事前の確認
• ロジックとエビデンス────達成⽬標 KPIの設定
• ⾏政機関の活動･施策が社会の課題を解決する因果関係･メカニズム
• 基礎とするデータ･ファクトの充分性･妥当性
• 政策実施過程におけるモニタリング指標の設定

⇒ 政策の決定 ⇒ 実施・執⾏ ＝船出︕

 事前評価とフィードバック
• 実施後、⼀定期間後にモニタリング、計画値とのズレの計測と軌道修正
• これを機動的・迅速に繰り返すことによって課題解決という⽬的を達成
• ズレを策定した時点で軌道修正が不可能と判断されれば、早期に政策を抜本修正ないし断念

Ⅳ 政策評価再考
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 政策実施過程における評価
アウトプット︓資源を効率的に使⽤して必要な活動をしたか︖
アウトカム︓期待されていた社会的効果が産出されたか︖

より効果的、効率的な代替案はなかったか︖
費⽤対効果は︖
ネガティブな副次的な効果はないか︖

エビデンス
• ⾏政活動がめざす結果を⽣み出す因果関係︓ロジック・モデル
• 因果関係の発⽣確率────活動と社会的効果の過程の外在的要因

政策形成と政策評価の⼀体化
政策を策定し実施したのちに⾏う評価＝事後評価（これが原則）
⇒ 次の政策形成に反映 しかし、現⾏の予算制度の下ではタイムラグ

政策形成･実施活動と評価の⼀体化
⇒ 活動は効率化 これまでは政策評価が分離していたため、効果も限定的
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課題

• 社会的課題の把握────現状のエビデンス

• 解決策の模索

プログラム

• 解決⽅法───プログラムの作成

• ロジック・モデル───要素と因果関係

• 達成⽬標（KPI）

制度化

• 法的根拠

• 予算の⼿当て

• 組織体制───活動量

実施①

• 地域や状況に応じた事業計画と実施体制

• 実施活動

• アウトプット → アウトカム＝測定

実施②

• 軌道修正 ＝ アウトプット

→ アウトカム ＝測定

実施③

• 軌道修正 ＝ アウトプット

→ アウトカム ＝測定

政策評価

• ⼀定期間後の状態──アウトカム──の計測

• ⽬標値からの乖離の測定と原因究明

• 原因除去の⽅法の指⽰

①

②

③

④C

A

G
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 政策は、社会的課題を解決することが⽬的
 ⾏政機関の活動（努⼒量）ではない

 政策過程と政策評価とは併⾛する過程
① プログラム（ロジック・モデル）評価（事前）

• エビデンスと理論

② 法制度・実施体制の評価（事前）
• 法的合理性と活動資源の質量

③ ⾏政機関の活動の評価（中間・事後）

④ 随時のフィードバック

Ⅴ 結 語 ── 新たな評価制度
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 変化する社会に応じた政策形成を推進
 政策や制度の前提に⽬を向けて、よりよい政策の形成に資するような情報を⽣産することが

評価の使命

 政策形成の過程に評価を組み込む
 政策の検討・⽴案においてフォーマットを標準化する

• 予算要求・法案作成・政策評価（＋事業レビュー）に使⽤

 フォーマットに掲げられた項⽬について評価を⾏う

 フォーマット
• 解決すべき課題
• 解決の⽅法（ロジック・モデル）
• 予想される効果
• 必要とされる資源
• 想定されるリスク
• 代替案に対する優位性
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終
The  End

ご清聴ありがとうございました

Thank you!
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